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１．12 年 9 月中間期の連結業績（平成 12 年 4 月 1日～平成 12 年 9 月 30 日） 

（１） 連結経営成績 （百万円未満切捨て表示） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

12 年 9 月中間期 21,157 － △66 － △171 － 

11 年 9 月中間期 － － － － － － 

12 年 3 月期 54,662  729  671  

 

 
中間（当期）純利益 

１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 

12 年 9 月中間期 △137 － △6 13 －  

11 年 9 月中間期 － － －  －  

12 年 3 月期 174  8 21 －  

（注） ① 持分法投資損益 12 年 9 月中間期 －百万円 11 年 9 月中間期 －百万円 12 年 3 月期 －百万円 

 ② 中間期末のデリバティブ取引の評価損益 －百万円 

 ③ 会計処理の方法の変更 有・◯無 

 

（２）連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

12 年 9 月中間期 34,921 4,992 14.3 224 70 

11 年 9 月中間期 － － － －  

12 年 3 月期 40,133 5,347 13.3 252 41 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

12 年 9 月中間期 △849 △155 △336 5,438 

11 年 9 月中間期 － － － － 

12 年 3 月期 1,818 282 △278 6,780 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 3 社  持分法適用非連結子会社数 － 社  持分法適用関連会社数 － 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結（新規） － 社  （除外） － 社  持分法（新規） － 社  （除外） － 社 

 

２．13 年 3 月期の業績予想（平成 12 年 4 月 1日～平成 13 年 3 月 31 日） 

 
売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通  期 55,000 800 130 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 5 円 85 銭 
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１．企業集団の状況１．企業集団の状況１．企業集団の状況１．企業集団の状況    

当社の企業集団は、連結子会社 3 社、非連結子会社 2 社、関連会社 2 社で構成され、建設事業、不動産

事業を主体として、これらに伴う工事の発注・施工・管理及び建設資材の販売、建設機械等の賃貸の事業活動

を主体として、展開しております。 

当企業集団の事業の系統図は次のとおりであります。 
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２．経営方針２．経営方針２．経営方針２．経営方針    

（１） 経営の基本方針 

当社及びグループ各社は、変革に対応すべく、強固な企業体質を構築するとともに「技術と経営に優れた

企業」を目指して、“建設”という事業を通じて社会に貢献することを経営の基本方針としております。 

（２） 利益配分に関する基本方針 

利益配分については、可能な限り安定的な配当を維持することとしておりますが、あわせて将来の経営基

盤確立のため内部留保も充実したいと考えております。 

（３） 中長期的な経営戦略 

99 年度からの 3 ヶ年計画に基づき、営業面では大規模プロジェクトや新規分野の受注を拡大し、工事面で

はコストダウンの徹底により利益を確保します。更に管理面では当社及びグループ各社の合理化、スリム化

を徹底し、経営基盤を強化致します。 

（４） 経営管理組織の整備等に関する施策 

厳しい経営環境に対応する為に、取締役会における経営機能を強化し、業務執行としての本支店長会議

を充実、さらに常務会を通して経営意思の周知を徹底します。 

（５） 対処すべき課題 

当面の主たる課題は、次のとおりであります。 

１． 業務の見直しと合理化 

２． 品質向上と新技術開発 

３． 総コストダウン 

４． グループ企業の独立採算 

 

３．経営成績３．経営成績３．経営成績３．経営成績    

（１） 当中間期の概況 

当中間期の経済は長期にわたる不況から脱し、緩やかな回復傾向が見られたものの、一部の業種に限ら

れ、企業の統廃合、大企業の破綻もあり、雇用不安を背景に個人消費は低迷するなど、回復という実感のな

いまま推移いたしました。 

建設業界におきましては、公共工事は地方自治体の財政悪化により減少化傾向が見られ、民間設備投資

も低迷が続き、受注競争がさらに激化するなど厳しい受注環境が続いております。 

このような状況の中で、当社グループ企業が一丸となって営業力の強化、収益力の向上及びコストの削減

に努めてまいりました結果、売上高、経常利益は期初の予想に近い成績となりましたが、受注高は予想を下

回りました。 

売上高は手持ち工事の施工も順調に進み、211 億 57 百万円となりました。経常損益は販売費及び一般管

理費の下期繰延制度の廃止、有価証券の評価損もあり、1 億 71 百万円の経常損失となり、中間純損益は資

産の評価損もあり、1 億 37 百万円の中間純損失となりました。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、工事代金の回収による「売上債権」の減少、工事費の支払にあたる

「仕入債務」の減少及び未成工事支出金等による「棚卸資産」の増加等により、△849 百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、提出会社の「有形固定資産の取得による支出」202 百万円があり、

△155 百万円となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、「借入金の返済による支出」等により、△336 百万円となりまし

た。 

これにより、「現金及び現金同等物の中間期末残高」は、5,438 百万円となりました。 

（２） 通期の見通し 

長期にわたる建設投資の低迷の中で、地元では中部新国際空港の発注も始まり、明るい材料もあります

が、下期後半の補正予算による公共工事の発注、個人消費や設備投資の回復の見通しが不透明で、先行き、

なお予断を許さない状況が続くものと予想されます。 

当社といたしましては、このような情勢に対応する為に、営業、工事、管理一体となり、業務の見直し、合理

化策を検討し、経営効率を一段と改善し、経営体質を強化してゆく所存です。 
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４．中間連結財務諸表等４．中間連結財務諸表等４．中間連結財務諸表等４．中間連結財務諸表等    

（１）中間連結貸借対照表 

当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約貸借対照表 

平成 12 年 9 月 30 日現在 平成 12 年 3 月 31 日現在 
科        目 

金額 構成比 金額 構成比 

（資産の部）（資産の部）（資産の部）（資産の部）    千円 ％ 千円 ％ 

Ⅰ．流動資産 26,400,014 75.6 32,056,786 79.9 

 現 金 及 び 預 金 5,438,338  6,780,599  

 受取手形・完成工事未収入金 10,416,740  15,893,880  

 有 価 証 券 415,359  717,292  

 販 売 用 不 動 産 1,882,829  2,073,217  

 未 成 工 事 支 出 金 3,577,371  2,348,702  

 不 動 産 事 業 支 出 金 2,603,533  2,603,533  

 そ の 他 棚 卸 資 産 11,613  12,367  

 そ の 他 流 動 資 産 2,063,576  1,731,747  

 繰 延 税 金 資 産 137,276  75,769  

 貸 倒 引 当 金 △146,621  △180,320  

Ⅱ．固定資産 8,521,416 24.4 8,077,133 20.1 

（１）有形固定資産 5,307,200  5,122,386  

 建 物 ・ 構 築 物 1,942,115  1,977,989  

 機 械 ・ 運 搬 具 119,881  124,342  

 工 具 器 具 ・ 備 品 11,494  9,517  

 土 地 2,992,710  2,937,038  

 建 設 仮 勘 定 241,000  73,500  

（２）無形固定資産 34,059  26,737  

（３）投資等 3,180,157  2,928,010  

 投 資 有 価 証 券 2,141,140  1,810,663  

 関 係 会 社 株 式 63,200  63,200  

 長 期 貸 付 金 291,017  251,196  

 更 生 債 権 123,863  135,731  

 そ の 他 の 投 資 等 569,833  676,686  

 繰 延 税 金 資 産 10,735  8,909  

 貸 倒 引 当 金 △19,631  △18,375  

資 産 合 計 34,921,430 100.0 40,133,919 100.0 

（負債の部）（負債の部）（負債の部）（負債の部）        

Ⅰ．流動負債 27,448,110 78.6 32,424,283 80.8 

 支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 10,124,197  14,505,456  

 短 期 借 入 金 11,645,508  11,892,302  

 未 成 工 事 受 入 金 4,108,743  4,080,913  

 完 成 工 事 補 償 引 当 金 54,763  41,858  

 賞 与 引 当 金 255,141  250,680  

 そ の 他 の 流 動 負 債 1,259,758  1,653,074  

Ⅱ．固定負債 2,125,142 6.1 1,967,010 4.9 

 長 期 借 入 金 2,031,674  1,904,249  

 退 職 給 付 引 当 金 35,246  －  

 そ の 他 の 固 定 負 債 58,222  62,761  

負 債 合 計 29,573,252 84.7 34,391,293 85.7 

少 数 株 主 持 分 355,516 1.0 394,858 1.0 

（資本の部）（資本の部）（資本の部）（資本の部）        

Ⅰ．資本金 2,368,033 6.8 2,368,033 5.9 

Ⅱ．資本準備金 1,532,784 4.4 1,532,784 3.8 

Ⅲ．連結剰余金 1,571,794 4.5 1,926,777 4.8 

Ⅳ．自己株式 △191 0.0 △68 0.0 

Ⅴ．子会社の所有する親会社株式 △479,758 △1.4 △479,758 △1.2 

資 本 合 計 4,992,662 14.3 5,347,768 13.3 

負債、少数株主持分及び資本合計 34,921,430 100.0 40,133,919 100.0 
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（２）中間連結損益計算書 

当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約損益計算書 

平成 12.4.1～平成 12.9.30 平成 11.4.1～平成 12.3.31 
科        目 

金額 構成比 金額 構成比 

 千円 ％ 千円 ％ 

Ⅰ．売上高 21,157,145 100.0 54,662,858 100.0 

Ⅱ．売上原価 19,603,570 92.6 50,738,309 92.8 

 売 上 総 利 益 1,553,575 7.4 3,924,549 7.2 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 1,620,267 7.7 3,195,304 5.9 

 営 業 利 益 △66,692 △0.3 729,245 1.3 

Ⅳ．営業外収益 69,203 0.3 320,775 0.6 

 受 取 利 息 及 び 配 当 金 38,049 － 83,262  

 そ の 他 の 収 益 31,154 － 237,513  

Ⅴ．営業外費用 174,395 0.8 378,256 0.7 

 支 払 利 息 104,890 － 224,640  

 そ の 他 の 費 用 69,505 － 153,616  

経 常 利 益 △171,884 △0.8 671,764 1.2 

Ⅵ．特別利益 35,692 0.2 11,803  

 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 35,692 － 10,539  

 そ の 他 の 特 別 利 益 － － 1,264  

Ⅶ．特別損失 66,854 0.3 147,349 0.2 

 前 期 損 益 修 正 損 － － 5,508  

 そ の 他 の 特 別 損 失 66,854 － 141,841  

税金等調整前中間（当期）純利益 △203,046 △0.9 536,218 1.0 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △61,746 △0.2 386,369 0.7 

法 人 税 等 調 整 額 － － △38,086  

少 数 株 主 利 益 △3,628 － 13,882  

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △137,672 △0.7 174,053 0.3 

 

 

（３）中間連結剰余金計算書 

当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約剰余金計算書 科        目 

平成 12.4.1～平成 12.9.30 平成 11.4.1～平成 12.3.31 

 千円 千円 

Ⅰ．連結剰余金期首残高 1,926,777 2,013,376 

 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 1,926,777 1,966,783 

 過 年 度 税 効 果 調 整 額 － 46,593 

Ⅱ．連結剰余金増加高 － － 

Ⅲ．連結剰余金減少高 217,311 260,652 

 利 益 に よ る 自 己 株 式 消 却 額 92,854 122,724 

 株 主 配 当 金 124,457 137,928 

Ⅳ．中間（当期）純利益 △137,672 174,053 

Ⅴ．連結剰余金中間期末（期末）残高 1,571,794 1,926,777 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約キャッシュ・フロー計算書 

平成 12.4.1～平成 12.9.30 平成 11.4.1～平成 12.3.31 
科        目 

金    額 金    額 

 千円 千円 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フローⅠ．営業活動によるキャッシュ・フローⅠ．営業活動によるキャッシュ・フローⅠ．営業活動によるキャッシュ・フロー      

 税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △203,046 536,218 

 減 価 償 却 費 69,158 193,946 

 貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 △32,443 △4,447 

 完 成 工 事 補 償 引 当 金 の 減 少 額 － △7,007 

 完 成 工 事 補 償 引 当 金 の 増 加 額 12,905 － 

 賞 与 引 当 金 の 減 少 額 － △10,504 

 賞 与 引 当 金 の 増 加 額 4,461 － 

 退 職 給 付 引 当 金 増 加 額 35,246 － 

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △38,049 △83,262 

 支 払 利 息 104,890 224,640 

 有 価 証 券 売 却 益 △2,925 △114,964 

 有 価 証 券 評 価 損 42,545 － 

 そ の 他 投 資 評 価 損 62,306 － 

 売 上 債 権 の 減 少 額 5,232,586 1,945,419 

 仕 入 債 務 の 増 加 額 － 301,078 

 仕 入 債 務 の 減 少 額 △4,381,259 － 

 棚 卸 資 産 の 増 加 額 △1,037,527 △406,933 

 未 払 消 費 税 等 の 減 少 額 △245,832 △131,743 

 為 替 差 損 2,939 23,534 

 そ の 他 △177,290 △142,501 

小            計 △551,335 2,323,474 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 29,111 62,505 

利 息 の 支 払 額 △108,812 △224,281 

 

法 人 税 等 の 支 払 額 △218,119 △342,827 

営業活動によるキャッシュ・フロー △849,155 1,818,871 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フローⅡ．投資活動によるキャッシュ・フローⅡ．投資活動によるキャッシュ・フローⅡ．投資活動によるキャッシュ・フロー      

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △8,648,296 △254,690 

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 8,592,879 389,238 

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △202,729 △115,379 

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 781 23,800 

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △12,747 △50,857 

貸 付 に よ る 支 出 △54,162 △8,000 

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 164,241 74,055 

そ の 他 の 投 資 に よ る 支 出 △86,314 △48,579 

 

そ の 他 の 投 資 に よ る 収 入 90,865 272,921 

投資活動によるキャッシュ・フロー △155,482 282,509 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フローⅢ．財務活動によるキャッシュ・フローⅢ．財務活動によるキャッシュ・フローⅢ．財務活動によるキャッシュ・フロー      

短 期 借 入 に よ る 収 入 16,090,439 36,053,823 

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △16,337,233 △35,548,301 

長 期 借 入 に よ る 収 入 2,689,000 1,730,839 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △2,561,575 △2,253,982 

配 当 金 の 支 払 額 △124,457 △137,928 

 

自 己 株 式 消 却 に よ る 支 出 △92,977 △122,724 

財務活動によるキャッシュ・フロー △336,803 △278,273 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額    △821 △66 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額    △1,342,261 1,823,041 

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高    6,780,599 4,957,558 

Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高    5,438,338 6,780,599 

（注）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 単位：千円 

 現 金 預 金 勘 定 5,438,338 6,780,599 

 預入期間が ３ヶ月を超え る定期預金 0 0 

 現 金 及 び 現 金 同 等 物 5,438,338 6,780,599 
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Ⅰ．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項Ⅰ．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項Ⅰ．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項Ⅰ．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項    

１． 連結の範囲に関する事項 

連結子会社は、三徳物産株式会社、セントラル工材株式会社、中央地所株式会社の 3 社であります。 

非連結会社は、株式会社ジオ・パイオニア、中央管理株式会社の 2 社であります。 

２． 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社 株式会社ジオ・パイオニア及び中央管理株式会社、関連会社 吉良合材プラント株式会社及び東京中央管理

株式会社の 4 社については、重要性がないため持分法を適用しておりません。 

３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

三徳物産株式会社、セントラル工材株式会社及び中央地所株式会社の中間決算日は、それぞれ 6 月 30 日、7 月 31 日及び 8

月 31 日であり、中間連結決算日との差は 3 ヶ月以内であるため、当該連結子会社の中間決算日に係る財務諸表を基礎として、

連結を行っております。但し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

４． 会計処理基準に関する事項 

（１） 有価証券の評価方法 

①売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法）によっております。 

②その他有価証券 

・時価のあるもの 

移動平均法による原価法によっております。 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

（２） 棚卸資産（販売用不動産、未成工事支出金および不動産事業支出金）の評価方法 

原価法（個別法）によっております。 

（３） 材料及び貯蔵品の評価方法 

原価法（最終仕入原価法）によっております。 

（４） 有形固定資産の減価償却の方法 

定率法によっております。 

但し、賃貸用の工場・機械装置の償却方法は定額法によっております。 

なお、建物については、平成 10 年 4 月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法によっております。 

（５） 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見積額を計上しております。 

②完成工事補償引当金 

過年度の実績を基礎に、将来の補償見込額を計上しております。 

③賞与引当金 

従業員に支給する見込額の内、当中間期に負担すべき賞与支給見込額を計上しております。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異 1,030,905 千円については、5 年による按分額を費用処理しております。 

（６） 完成工事高の計上基準 

工事完成基準によっておりますが、一定の基準に該当する長期大型工事については工事進行基準によっております。 

（７） リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に準じた会計処理によっております。 

（８） 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

５． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金が可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に満期日又は償還期限の到来

する短期投資からなっております。 
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（追加情報） 

１．退職給付会計 

当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。 

この結果、退職給付費用が 35,246 千円増加し、経常利益、税金等調整前中間純利益は、それぞれ同額減少しております。 

２．金融商品会計 

当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成 11 年 1月 22 日））を適用しております。 

この結果、経常利益は、42,545 千円、税金等調整前中間純利益は、104,851 千円減少しております。 

３．外貨建取引等会計処理基準 

当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企

業会計審議会平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。 

この影響は軽微であります。 
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Ⅱ．注記事項Ⅱ．注記事項Ⅱ．注記事項Ⅱ．注記事項    

＜中間連結貸借対照表関係＞ 

１． 自己株式及び子会社が所有する親会社株式 

自己株式の数 479 株 

連結子会社が所有する連結財務諸表提出会社の株式数 1,777,930 株 

貸借対照表価額 479,949 千円 

２． 中間連結会計期間末日満期手形の処理 

当中間連結会計期間末日が休日につき、中間連結会計期間末日満期手形を交換日に入・出金をする方法

によっております。当中間連結会計期間末日満期手形の金額が以下の科目に含まれております。 

受取手形 358,855 千円 

支払手形 61,962 

 

＜中間連結損益計算書関係＞ 

１． 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

従業員給料手当 743,820 千円 

通信交通費 163,070 

賞与引当金繰入額 107,745 

２． 事業の性質上、売上高に著しい季節的変動があります。 

なお、当中間連結会計期間末に至る 1年間の売上高は次のとおりであります。 

単位：千円 

 売      上      高 

前 連 結 会 計 年 度 の 下 期 33,617,658 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 21,157,145 

合      計 54,774,803 

３．税効果会計の適用にあたり「簡便法」を採用しておりますので、「法人税、住民税及び事業税」は、法人税等調

整額を含めた金額で一括掲記しております。 

 

＜リース取引関係＞ 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 
（当 中 間 期） （前    期） 

取得価額 減価償却累計額 
中間期末 

残高 
取得価額 減価償却累計額 期末残高 

 

相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 

 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

工具及び器具備品  79,770  41,963  37,806  80,080  33,822  46,257 

その他  57,936  13,769  44,166  57,936  7,975  49,960 

合       計  137,706  55,733  81,972  138,016  41,798  96,217 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

②未経過リース料中間期末残高相当額 
 （当中間期） （前  期） 

 千円 千円 

１年以内 27,785 28,148 

１年超 54,187 68,069 

合       計 81,972 96,217 

なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 
 （当中間期） （前  期） 

 千円 千円 

支払リース料 14,068 22,785 

減価償却費相当額 14,068 22,785 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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５．セグメント情報５．セグメント情報５．セグメント情報５．セグメント情報    

（１） 事業の種類別セグメント情報 

単位：千円 

当中間連結会計期間 その他の 消去又は 

平成 12.4.1～平成 12.9.30 
建設事業 不動産事業 

事業 
計 

全社 
連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

 売上高       

 (1)外部顧客に対する

売上高 
20,047,436 726,068 383,642 21,157,145 － 21,157,145 

 (2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,010,455 74,401 730,702 1,815,553 (1,815,558)  

計 21,057,891 800,469 1,114,344 22,972,704 (1,815,558) 21,157,145 

 営業費用 21,116,548 802,785 1,113,010 23,032,343 (1,808,506) 21,223,837 

 営業利益 △58,657 △2,315 1,334 △59,639 7,053 △66,692 

単位：千円 

前連結会計年度 その他の 消去又は 

平成 11.4.1～平成 12.3.31 
建設事業 不動産事業 

事業 
計 

全社 
連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

 売上高       

 (1)外部顧客に対する

売上高 
52,562,969 1,145,462 954,428 54,662,859 － 54,662,,858 

 (2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,565,492 93,930 66,324 1,725,746 (1,725,746) － 

計 54,128,461 1,239,392 1,020,752 56,388,605 (1,725,746) 54,662,858 

 営業費用 53,467,665 1,180,508 1,016,945 55,665,117 (1,731,504) 53,933,613 

 営業利益 660,796 58,884 3,807 723,487 5,758 729,245 

（注） １．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

１．  事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

２．  各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業  ：不動産の売買及び賃貸等に関する事業 

 

（２） 所在地別セグメント情報 

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

（３） 海外売上高 

当中間連結会計年度（平成 12. 4. 1～平成 12. 9.30） 

海外売上高が連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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６．受注及び販売の状況６．受注及び販売の状況６．受注及び販売の状況６．受注及び販売の状況    

 

（１） 受注高 
当 中 間 期 前     期   

H12.4.1～H12.9.30 Ｈ11.4.1～H12.3.31   区   分 

金  額 構成比率 金  額 構成比率   

  千円 ％ 千円 ％   

建設事業       

 土 木 工 事 14,949,498 68.3 31,816,937 58.5   

 建 築 工 事 6,954,026 31.7 22,527,689 41.5   

合     計 21,903,524 100.0 54,344,626 100.0   

 

（２） 売上高 
当 中 間 期 前     期   

H12.4.1～H12.9.30 Ｈ11.4.1～H12.3.31   区   分 

金  額 構成比率 金  額 構成比率   

  千円 ％ 千円 ％   

建設事業       

 土 木 工 事 9,680,676 45.8 30,984,956 56.7   

 建 築 工 事 10,366,760 49.0 21,578,013 39.5   

建設事業計 20,047,436 94.8 52,562,969 96.2   

その他 1,109,710 5.2 2,099,889 3.8   

合     計 21,157,145 100.0 54,662,859 100.0   

 

（３） 次期繰越高 
当 中 間 期 前     期   

H12.4.1～H12.9.30 Ｈ11.4.1～H12.3.31   区   分 

金  額 構成比率 金  額 構成比率   

  千円 ％ 千円 ％   

建設事業       

 土 木 工 事 27,306,733 57.2 22,037,911 48.0   

 建 築 工 事 20,469,209 42.8 23,881,943 52.0   

合     計 47,775,942 100.0 45,919,854 100.0   

 

７．有価証券関係７．有価証券関係７．有価証券関係７．有価証券関係    

 

その他有価証券のうち、時価のあるものについては、時価評価を行っておりません。 

中間連結貸借対照表計上額 1,963,861 千円 

時価 1,339,255 千円 

評価差額金相当額 339,981 千円 

繰延税金資産相当額 261,085 千円 

少数株主持分相当額 23,540 千円 

 

８．デリバティブ取引関係８．デリバティブ取引関係８．デリバティブ取引関係８．デリバティブ取引関係    

    

金利スワップ取引（契約額 500,000 千円）を行っておりますが、支払利息を固定化する目的のため、かつ評価損益相当額も僅

少であり、重要性が乏しいため、時価及び評価損益の記載を省略しております。 


